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対象 

本手引は，京都市内の宿泊施設の所有者，管理者及び占有者に向けて，令和３年１

０月１日から開始する宿泊施設のバリアフリーに関する情報の公表制度について説

明するものです。 

すでに営業されている宿泊施設から今後開業される宿泊施設まで，京都市内の宿

泊施設が対象となります。 

 

自社のホームページ等での公表 

及び 

京都市への届出 

 

 

 

本手引及び公表制度についての問い合わせ先 

京都市都市計画局建築指導部建築審査課 バリアフリー推進係 

（電  話） ０７５－２２２－３６１６ 

（受付時間） 土日祝を除く午前８時４５分～１１時３０分，午後１時～３時 

こちらも併せて御覧ください 

 本手引のほかにも，よくある質問をまとめたＱ＆Ａの作成などを予定しています。 

京都市のホームページに順次掲載していきますので，併せて御確認ください。 

（ＵＲＬ）https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000289023.html 

また，本手引についても，内容の充実に向けた更新を随時行っていきます。 

https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000289023.html
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序 章 

 

１ はじめに 

  バリアフリーに関する情報の公表制度の手引（以下「本手引」という。）は，

「京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例」の規定に基づき，令和

３年１０月１日から開始する宿泊施設のバリアフリーに関する情報の公表制

度について，手続の流れ，公表していただく内容及び公表に当たっての留意事

項等を取りまとめたものです。 

  宿泊施設の所有者，管理者又は占有者のみなさまにおかれましては，本手引

を御活用いただき，宿泊施設のハード面の整備状況をはじめ，ソフト面の対応

を含めたバリアフリーに関する情報の公表に積極的に御対応いただきますよ

うお願いいたします。 

  

２ 公表制度創設の趣旨・公表制度仕組み 

超高齢社会が進展し，観光都市である京都市では，高齢者や障害者が宿泊施 

設を利用される機会が更に増大することが見込まれる中，安心して宿泊できる

かどうかを事前に利用者が判断することができるよう，宿泊施設側から積極的

に施設のバリアフリーに関する情報を発信していただくことは重要です。 

また，心身の状況に応じて，必要とされるバリアフリー対応も各々異なるこ

とが想定されるため，施設のハード面の整備状況だけに限らず，ソフト面の支

援・サービスを含め，きめ細やかに情報を発信していただくことが望まれます。 

  このため，京都市では，高齢者や障害者等をはじめとする誰もが自分のニー

ズに応じた宿泊施設を選択することができる環境を整えるため，宿泊施設と

京都市の両者による宿泊施設のバリアフリー情報に関する公表制度を創設し

ました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 宿泊施設のホームページ等でバリアフリー情報を公表 

 京都市ホームページで宿泊施設のバリアフリー情報を公表 

ピクトグラムを用いるなど分かりやすく表示していただきます。 

○ハード面             ○ソフト面 
・エレベーター           ・従業員による介助 
・車椅子使用者用駐車施設      ・手話，筆談対応 
・車椅子使用者用客室                      など 

＜公表制度の仕組み＞ 

 京都市へ公表内容を届出 
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３ 本手引における法令，条例等の略称 

  ・「法」 

    高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

  ・「政令」 

    高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令 

 ・「条例」（※） 

    京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例 

  ・「規則」（※） 

    京都市建築物等のバリアフリーの促進に関する条例施行規則 

（※）条例及び規則について，本手引に記載している条文は令和３年１０月

１日施行のものです。 

 

４ 本手引における用語の定義 

・「新築等施設」 

令和３年１０月１日以降に建築等を行う宿泊施設 

 

 

 

 

 

 

・「既存施設」 

新築等施設を除く宿泊施設 

  ・「バリアフリー情報」 

    条例第３７条第１項に規定する「特定バリアフリー情報」を含めた，

バリアフリーに関する情報の総称 

 

（参考）バリアフリー条例に係る基本的な手続きの流れ 

京都市で宿泊施設を建築等される際には，その規模に関わらず，条例に基づく

協議の手続が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

協議申請 

（図面の審査） 

完了検査申請 

（現地検査） 

検査済証 

交付 

施設の使用開始 
バリアフリー情報

の公表・届出 

協議書 

交付 

工事実施 

確認申請が必要な場合
は，確認申請に先立ち，
本協議が必要です。 

 

建築等とは，以下のいずれかに該当するものです。 

①  宿泊施設を新築する 

②  既存の宿泊施設について，増築，改築，移転，大規模の修繕又は 

大規模の模様替えを行う 

③ 既存の建築物を宿泊施設に用途変更する 

確認申請が必要な場合は，
別途に建築基準法に基づ
く検査済証も必要です。 
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第１章 公表制度に関する基本的な情報及び 

手続の流れ 
 

１ 公表制度の対象となる宿泊施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象施設：旅館業法に基づくホテル，旅館及び簡易宿所 

新築等施設 既存施設 

公表義務及び 

公表努力義務あり 
新築等施設については，施設の

運用開始前に，必ず自社のホーム

ページ等でバリアフリー情報を公

表し，その内容を京都市に届出し

てください。 

公表努力義務あり 

既存施設についても，公表の努

力義務がありますので，積極的に

公表を行うよう努めてください。 

 

・既存の宿泊施設について，増築，大規模の修繕・様替えなどを行う場合，

当該宿泊施設は，既存の部分を含んだ「新築等施設」となります。この場

合，「新築等施設」としての公表義務及び公表努力義務については，施設

全体に適用されますので，御注意ください。 

 

 

増築等に関する留意事項 

（増築部分） （既存部分） 

例）増築により「新築等施設」となる場合 

案内所 駐車場 

京都市バリアフリー

客室 
一般客室 

車椅子使用者用便房 

車椅子使用者用客室 

など など 

 

既存部分も含めて「新築等施設」となり，公表義務及び公表努力義務が

適用されます。 

バリアフリー情報の内容によ

り，公表義務となるものと，公表

努力義務となるものがあります。 

全てのバリアフリー情報が公表

の努力義務の対象となります。 

バリアフリー情報の解説 ⇒ｐ８へ 
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２ 公表を行っていただく方 

公表を行っていただく方は，宿泊施設の所有者，管理者又は占有者（以下，

「所有者等」といいます。）となります。 

 

 

３ 公表の流れ 

 以下に，新築等施設及び既存施設それぞれの公表のフローを示します。 
 

〔新築等施設の場合〕 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の運用開始前に，自社のホームページ，パンフレット等でバリアフリ

ー情報を公表してください。 

 

 

 公表したバリアフリー情報の内容について，京都市に届出してください。 

京都市では，各宿泊施設から届出を受けたバリアフリー情報の内容につい

てとりまとめ，その概要を京都市のホームページ（京都市情報館及び京都ユ

ニバーサル観光ナビ）にて公表します。 

公表の方法 

届出の方法 

⇒ｐ６へ 

 

⇒ｐ４４へ 

 

 

 

公表の届出 

 

自社のホームページ，パンフレット等による公表 所有者等 

 

京都市 京都市のホームページによる公表 

 

 

 

公表の届出 所有者等 

公表に係るバリアフリー情報 ⇒ｐ８へ 

 

本市の公表例 ⇒ｐ９２へ 
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 〔既存施設の場合〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自社のホームページ，パンフレット等で

施設のバリアフリー情報を公表してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 自社のホームページでバリアフ

リー情報の公表ページ等の作成は困

難であるが，京都市が作成した公表

用ＰＤＦデータの掲載は可能な場合 

イ 

 

施設のバリアフリー対応状況の確認 

 

 
⇒ｐ８へ 

 

ア 自社のホームページでバリアフ

リー情報の公表ページの作成や公表

用パンフレットの作成が可能な場合 
ア 

京都市では，各宿泊施設から届出を受けたバリアフリー情報の内容についてとりまとめ，

その概要を京都市ホームページ（京都市情報館及び京都ユニバーサル観光ナビ）にて公表し

ます。 

 

 

 所有者等 自社のホームページ，パンフ

レット等による公表 

 

所有者等 公表希望の届出 

 
バリアフリー対応の状況について，公表を希

望する内容を，京都市に届出してください。 

 

所有者等 

施設のバリアフリー対応の状況について確認してください。 

 

 

 

公表の方法 ⇒ｐ６へ 

 

届出の方法 ⇒ｐ４４へ 

 

 届出をもとに京都市公表用のＰＤＦデー

タを作成し，所有者等に送付します 

 

京都市 公表用ＰＤＦデータの作成 

 

公表したバリアフリー情報の内容につい

て，京都市に届出してください。 

所有者等 公表の届出 

届出の方法 ⇒ｐ４４へ 

 

バリアフリー情報を公表した旨を京都市

に報告してください。 

所有者等 公表した旨の報告 

 

京都市 京都市のホームページによる公表 

 

 所有者等 各宿泊施設のホームページ，

パンフレット等による公表 

 
公表用のＰＤＦデータを自社のホームペ

ージ，パンフレット等に掲載することによ

り公表してください。 

公表に係るバリアフリー情報 

本市の公表例 ⇒ｐ９２へ 
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第２章 宿泊施設の所有者等によるバリアフリー 

情報の公表方法 
 

 １ バリアフリー情報の公表方法（規則第２０条） 

    バリアフリー情報の公表方法は，以下のとおりです。  

 

 

 

 

２ 公表全般についての留意事項 

 

ア わかりやすい表示方法 

・ バリアフリー情報の表示の方法については，視力の低下した高齢者や

障害のある方，外国人観光客等にも分かりやすい情報提供手段とされる

日本産業規格（以下「JIS」という。）Z8210等に定められているピクト

グラム（案内用図記号）を可能な限り用いることが望ましいです。 

・  京都市では，JIS，公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団及

び同様の制度を実施している他都市の事例等を参考に，推奨するピクト

グラムをまとめていますので，御活用ください。 

・  項目ごとの留意点及び推奨するピクトグラムについては，第３章（ｐ

８～）を御覧ください。 

 

イ 整備されていない事項もその旨を表示 

・  規則で定めている「特定バリアフリー情報」については，バリアフリ

ー対応が「ない」ことについても，公表する義務があります。（既存施

設については努力義務があります。） 

・  これは「エレベーターがない」，「車椅子で使えるトイレがない」，

「車椅子使用者用客室がない」又は「段差がある（段差解消のための措

置が取られていない）」といったバリアフリー対応が「ない」情報も，

高齢者や障害者等が施設の利用の可否を判断する上で重要となること

から，公表すべきものとしています。 

・  バリアフリー対応が「ない」項目についても，京都市が推奨するピク

トグラムを灰色にして公表するなど，「ない」ことが一目でわかる表示

とするよう配慮してください。 
 

 

 

① インターネットの利用（自社のホームページ等での公表） 

② （上記①が困難な場合）パンフレットその他これに類するものを配付 
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○ 施設の概要が一目でわかる欄を作成することや，ピクトグラムだけでは伝

えられない事項を補足説明する必要があることなどに留意してください。 

○ できる限り，ピクトグラムの青色表示と灰色表示が何を示すのか，凡例を

用いて明確に区別がつくように配慮してください。 

 

車椅子使用者用便房 有 
（青色表示） 

車椅子使用者用便房 無 
（灰色表示） 

自社のホームページ等での公表の例 

ピクトグラムの使用例（車椅子使用者用便房の場合） 


